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1. 米国 FRB のストレステスト制度の見直し 

米国では、大手銀行のストレステスト制度の見直しが進められている。連邦準備制度理事会（FRB）は 2025

年 4 月、監督上の年次ストレステストの結果に基づく自己資本要件（ストレス資本バッファー要件）の変動抑

制を主な目的とした意見募集を開始した。これは、FRB が 2024 年 12 月に表明したストレステスト制度の見直し

方針に沿った初の具体的な取組みである。今回の意見募集では、FRB は 3 つの点に関する制度変更を提案し

ている。第一に、ストレス資本バッファー要件の年ごとの変動を抑制するために、直近 2 年間のストレステスト結果

（CET1 資本の下落幅）の平均値を使用する。第二に、ストレス資本バッファー要件の適用開始時期を 10 月

1 日から翌年の 1 月 1 日に 3 か月間後ろ倒しする。第三に、追加的なデータ収集や不要な項目の削除を目的

として、ストレステストに関連する規制報告書（FR Y-14 A/Q/M）を一部改訂する。さらに、FRB は今回の提案

に加えて、2025 年後半にストレステストの透明性向上を図る意見募集を実施する予定である。FRB のストレステ

ストを巡っては、特に監督上のモデルやシナリオの不透明性に関して、従来から銀行業界を中心に懸念が示され

てきた。実際に、2024 年 12 月には銀行業界団体が FRB を提訴し、FRB のストレステストが米国行政手続法に



違反していると主張している。こうした経緯も踏まえ、今後はマクロプルーデンス上の有効性を維持しながら、どの

ようにストレステスト制度の透明性や予測可能性等を改善していくかが注目される。 

2. 欧州 SRB の破綻処理におけるバリュエーションに関する期待（案） 

欧州では、他法域に先行して、銀行の破綻処理に関する規制枠組みの整備が進展している。単一破綻処理

理事会（SRB）は 2025 年 4 月に、銀行の破綻処理におけるバリュエーションに関する期待（案）を公表した。

これは、破綻処理時に迅速かつ正確なバリュエーションを実施できるように、平時からデータの整備を銀行に求め

るものである。具体的には、バリュエーションに必要な最低限の情報を明示した「バリュエーション・データ・インデック

ス（VDI）」の導入に加え、その情報を継続的に格納・管理する「破綻処理のためのデータ・レポジトリ（DRR）」

の構築を要求している。また、対象銀行は、内部バリュエーションモデルの詳細等を文書化した「バリュエーション・

プレイブック」の整備も求められる。他方で、本邦では、金融庁が 2024 年 4 月に監督指針を改正し、破綻処理

におけるバリュエーションへの対応を金融機関に促している。しかしながら、欧州 SRB のように、データ整備に関する

具体的かつ体系的な枠組みは現時点では制度化されていない。今後は、先行する欧州の制度を参考に、本

邦においても同様の枠組みの導入が検討される可能性がある。本邦金融機関としては、引き続き海外当局の

動向を注視しつつ、破綻処理態勢の整備を進めることが重要であろう。 

 

 

3. お問い合わせ先 

勝藤 史郎 

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社 

リスク管理戦略センター 

マネージングディレクター 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 3-2-3 丸の内二重橋ビルディング  

Tel: 03-6213-1300 Fax: 03-6213-1117 
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